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貸  借  対  照  表 

（令和元年５月３１日現在） 
（単位 ： 千円） 

科  目 金 額 科  目 金 額 
（資産の部）  (負債の部）  

流 動 資 産 7,878,976 流 動 負 債 8,970,361 
  現 金 預 金 2,069,512  支 払 手 形 175,645 
  売 掛 金 455,031  電 子 記 録 債 務 886,054 
  商 品 4,868,309  営 業 外 電 子 記 録 債 務 105,300 
  貯 蔵 品 10,748  買 掛 金 1,763,105 
  前 払 費 用 130,307  前 受 金 166,112 
  未 収 入 金 197,347  短 期 借 入 金 3,400,000 
  そ の 他 152,208  一年内返済予定長期借入金 1,464,771 
  貸 倒 引 当 金 △4,488  未 払 金 165,727 
     設 備 未 払 金 8,518 
     未 払 法 人 税 等 153,100 
     未 払 費 用 295,440 
     

 
預 り 金 
リ ー ス 債 務 

7,075 
8,660     

     役 員 賞 与 引 当 金 28,000 
     賞 与 引 当 金 138,000 
     ポ イ ン ト 引 当 金 203,361 
     そ の 他 1,487 
       
固 定 資 産 14,678,093 固 定 負 債 6,176,485 
 有形固定資産 11,953,162  長 期 借 入 金 4,995,224 
  建 物 6,532,370  役 員 退 職 慰 労 引 当 金 423,858 
  構 築 物 644,039  退 職 給 付 引 当 金 302,785 
  機 械 装 置 420,284  長 期 預 り 金 105,709 
  車 輌 運 搬 具 6,383  資 産 除 去 債 務 348,907 
  工 具 器 具 備 品 664,981 負 債 合 計 15,146,846 
  土 地 3,447,290 （純資産の部） 

株 主 資 本 
 

  建 設 仮 勘 定 229,708  
  リ ー ス 資 産 8,104  資本金 1,997,518 
 無形固定資産 43,099  資本剰余金  
  ソ フ ト ウ ェ ア 19,526   資本準備金 606,456 
  そ の 他 23,572   その他資本剰余金 367,807 
     資本剰余金合計   974,263 
     利益剰余金  
      利益準備金 66,226 
 投資その他の資産 2,681,831   その他利益剰余金 4,340,045 
  投 資 有 価 証 券 137,677    特別償却準備金 231,823 
  出 資 金 30    圧縮積立金 6,190 
  敷 金 保 証 金 1,400,451    別途積立金 3,250,000 
  長 期 前 払 費 用 110,536    繰越利益剰余金 852,031 
  繰 延 税 金 資 産 288,167  利益剰余金合計 4,406,272 
  長 期 貸 付 金 11,971  株主資本合計 7,378,053 
  保 険 積 立 金 737,671 評価・換算差額等  
  貸 倒 引 当 金 △4,673  その他有価証券評価差額金 32,169 
     評価・換算差額等合計 32,169 
    純 資 産 合 計 7,410,223 

資 産 合 計 22,557,070 負債及び純資産合計 22,557,070 
  （注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。 
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損 益 計 算 書 
平成３０年６月１日から 
令和元年５月３１日まで 

（単位 ： 千円） 

科   目 金   額 

売 上 高   35,199,083  
売 上 原 価  

 
27,569,673  

 売 上 総 利 益  7,629,410  
そ の 他 営 業 収 入  

 
377,073  

 営 業 総 利 益  8,006,483  
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 

  

7,551,841  

 営 業 利 益 454,642  

 営 業 外 収 益   
  受 取 利 息 10,246    
  仕 入 割 引 46,748    
  受 取 手 数 料 104,960    
  為 替 差 益 29,082    
  通 貨 ス ワ ッ プ 評 価 益 22,771    
  雑 収 入 23,549  237,357  
 営 業 外 費 用     
  支 払 利 息 37,262    
  雑 損 失 5,936  43,199  
経 常 利 益 

 
 

648,800  

 特 別 損 失   
  固 定 資 産 除 却 損 15,703   
  移 転 補 償 金 34,763  50,466  
税 引 前 当 期 純 利 益   598,334  
  法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 303,367    
  法 人 税 等 調 整 額 △58,317  245,049  

当 期 純 利 益   353,284  

  （注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。 
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個別注記表 
 
重要な会計方針に係る事項に関する注記 
１. 重要な会計方針 

(1) 資産の評価基準および評価方法 

①有価証券の評価基準および評価方法   その他有価証券   時価のあるもの    決算日の市場価格に基づ

く時価法（評価差額は全

部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動

平均法により算定） 

                              時価のないもの   移動平均法による原価法 

②棚卸資産の評価基準および評価方法   商品        移動平均法による原価法 

                              （貸借対照表価額につきましては収益性の低下 

に基づく簿価切下げの方法） 

                    貯蔵品       最終仕入原価法による原価法 

③デリバティブの評価基準および評価方法 デリバティブ    時価法 

 (2)固定資産の減価償却の方法 

有形固定資産       定率法 

                      （リース資産を除く） ただし、平成 10年 4月 1日以降に取得し

た建物（建物付属設備を除く）および平成 28

年 4月 1日以降に取得した建物付属設備およ

び構築物については定額法によっております。 

                      なお、主な耐用年数は次のとおりでありま 

す。 

                                建    物  8年 ～ 36年 

                                構  築  物 10年 ～ 50年 

                                機 械 装 置 10年 ～  17年 

                                                                車輌運搬具  4年 ～   6年 

                                工具器具備品  4年 ～ 20年 

                      無形固定資産   定額法 

                       （リース資産を除く） ただし、自社利用のソフトウェアについ

ては、社内における利用可能期間（5年）に

基づく定額法によっております。 

                      リース資産    所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る

リース資産については、リース期間を耐用年数

とし、残存価額を零とする定額法によっており                    

ます。 

                       

(3)引当金の計上基準  

     貸倒引当金              債権の貸倒損失に備えるため、貸倒懸念債権等特定の債権については個 

別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

賞与引当金                    従業員に対して支給する賞与に備えるため、賞与支給見込額のうち、当 

期の負担額（夏季賞与支給見込額）を計上しております。 

役員賞与引当金                 役員賞与の支払いに備えるため、当事業年度末において、負担すべき 

支給見込額を計上しております。 

ポイント引当金                「ヒロセクラブカード」の使用による費用発生に備えるため、当事業年 

度において将来使用されると見込まれる額を計上しております。 

退職給付引当金                 従業員の退職給付に備えるために、当事業年度末における退職給付債 

務の見込額に基づき計上しております。 

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの

期間に帰属させる方法については、給付算定式基準によっております。 

             数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の 

一定の年数（１０年）による按分額を翌期から費用処理しております。 

役員退職慰労引当金             役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額を 

計上しております。 

 (4)その他計算書類の作成のための基本となる重要事項 

①消費税等の会計処理                 税抜方式を採用しております。 
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貸借対照表に関する注記 
１．(1)  担保に供している資産 
   建      物    5,347,585 千円 
   土      地       3,391,062 千円 

(2) 対応する債務 
   短期借入金              700,000 千円 
   一年内返済予定長期借入金      1,124,763 千円 
   長期借入金                    4,091,877 千円 
 
２．有形固定資産の減価償却累計額                          8,997,156 千円 
 
株主資本等変動計算書に関する注記 
1.発行済株式の種類および総数ならびに自己株式の種類および株式数に関する事項 

 当事業年度 
期首の株式数 
（千株） 

当事業年度 
増加株式数 
（千株） 

当事業年度 
減少株式数 
（千株） 

当事業年度 
末の株式数 
（千株） 

発行済株式     
普通株式 7,741 － － 7,741 
合  計 7,741 － － 7,741 

自己株式     
普通株式 － － － － 
合  計 － － － － 

 
2.当事業年度中に行った剰余金の配当に関する事項 
   

配当の 配当金 1 株当た 
基準日 効力発生日 

原資 の総額 り配当額 
利益 

100,639 千円 13 円 平成 30 年 5 月 31 日 平成 30 年 8 月 31 日 
剰余金 

 
  このほか、基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるものとして、当定時

株主総会において次の剰余金の配当議案を上程しております。 
配当の 配当金 1 株当た 

基準日 効力発生日 
原資 の総額 り配当額 
利益 

100,639 千円 13 円 令和元年 5 月 31 日 令和元年 8 月 30 日 
剰余金 

 
１株当たり情報に関する注記 
 １.１株当たり純資産額                                         957 円 20銭 
 ２.１株当たり当期純利益額                                      45 円 63銭 
 (注) １株当たり当期純利益額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 
 
    損益計算書上の当期純利益                  353,284 千円 
    普通株式の期中平均株式数                                   7,741 千株 
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税効果会計に関する注記 
1. 繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 
 
        繰延税金資産 
   役員退職慰労引当金                        137,753 千円 
   借地権                                      121,796 千円 
   資産除去債務                                113,395 千円 

減損損失                                    108,031 千円 
   退職給付引当金                             98,405 千円 
   その他                                      263,355 千円 
                            繰延税金資産小計                   842,738 千円 
                 評価性引当額               △434,509 千円 
                            繰延税金資産合計                   408,229 千円 
          繰延税金負債 
                   特別償却準備金                              111,618 千円 
                   その他有価証券評価差額金                      5,462 千円 
          圧縮積立金                                    2,980 千円 
    繰延税金負債合計                   120,062 千円 
   繰延税金資産の純額                                    288,167 千円 
 
金融商品に関する注記 
1.金融商品の状況に関する事項 
(1)金融商品に対する取組方針 
  当社は資金運用については短期的な預金等に限定し、また、資金調達については主に銀行借入によっております。

デリバティブは、商品の輸入取引に係る為替相場の変動リスクを回避することを目的とした為替予約取引および通

貨スワップ取引であり、投機的な取引は行わない方針であります。 
(2)金融商品の内容およびそのリスクならびにリスク管理体制 

投資有価証券は主に業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リスクに晒されておりますが、定

期的に時価を把握する体制としております。 
不動産賃借等に係る敷金および保証金は、差入先・預託先の信用リスクに晒されています。当該リスクに関して

は、所定の管理マニュアルに従い、定期的に差入先・預託先の財政状態を把握する体制としています。 
営業債務である支払手形、電子記録債務および買掛金は、１年以内の支払期日であります。 
借入金のうち短期借入金は主に営業取引に係る資金調達、長期借入金は主に設備投資に必要な資金の調達を目的

としたものであり、償還日は決算後、最長で１０年後であります。 
営業債務および借入金は、流動性リスクに晒されていますが、当社は月次に資金繰計画を作成するなどの方法に

より管理しております。 
デリバティブ取引は、為替予約取引および通貨スワップ取引であります。デリバティブ取引の執行・管理につい

ては、取引権限および取引限度額を定めた社内ルールに従い、資金担当部門が決裁権限者の承認を得て行っており

ます。なお、取引の契約先は信用度の高い金融機関に限っているため、相手先の契約不履行によるリスクはほとん

どないと認識しております。 
(3)金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 
  金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含まれ

ております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより、

当該価額が変動することがあります。また、「2. 金融商品の時価等に関する事項」におけるデリバティブ取引に関

する契約額等については、その金額自体がデリバティブ取引に係る市場リスクを示すものではありません。 
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2.金融商品の時価等に関する事項 
  令和元年 5 月 31 日における貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額については以下のとおりであります。 
                                           (単位：千円) 
 貸借対照表計上額 時価 差額 
(1)現金預金 2,069,512 2,069,512 － 
(2)投資有価証券    
 その他有価証券 117,677 117,677 － 
(3)敷金保証金 1,310,575 1,308,003  △2,572 
  資産計 3,497,766 3,495,194  △2,572 
(1)支払手形 175,645 175,645 － 
(2)電子記録債務（設備支払手形を含む） 991,354 991,354 － 
(3)買掛金 1,763,105 1,763,105 － 
(4)短期借入金 3,400,000 3,400,000 － 
(5)長期借入金（一年内返済予定長期借入金を含む） 6,459,995 6,358,658   △101,337 
   負債計 12,790,100 12,688,763 △101,337 
デリバティブ取引                     
 ヘッジ会計が適用されていないもの      33,685      33,685 － 
デリバティブ取引計      33,685      33,685 － 
（注）金融商品の時価の算定方法および有価証券ならびにデリバティブ取引に関する事項 
 
資 産 
(1)現金預金 
 時価は、帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。 
(2)投資有価証券 
 投資有価証券の時価については、取引所の価格によっております。 
(3)敷金保証金 
 敷金保証金の時価の算定は、将来キャッシュ・フローを割引率により割り引いた現在価値により算定しております。 
 
負 債 
(1)支払手形、(2)電子記録債務、(3)買掛金 
   短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。 
(4)短期借入金 
  短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。 
(5)長期借入金 
  長期借入金の時価は、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値に

よっております。 
 
デリバティブ 
 通貨スワップ取引の時価は、取引金融機関の提示価格によっております。 
 
3.時価を把握することが困難と認められる金融商品 
(1)非上場株式（貸借対照表計上額  20,000 千円）については、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見

積ることができず、時価を把握することが極めて困難と認められることから記載しておりません。 
(2)敷金保証金（貸借対照表計上額 89,875 千円）については、返済時期の確定が行えないため、将来キャッシュ・

フローを見積ることができず、時価を把握することが極めて困難と認められることから記載しておりません。 
 
賃貸等不動産に関する注記 
 賃貸等不動産の総額に重要性が乏しいため注記を省略しております。 
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資産除去債務に関する注記 
当会計年度(令和元年 5 月 31 日) 
資産除去債務のうち貸借対照表に計上しているもの 
(1) 当該資産除去債務の概要  
社有建物の解体時における店舗等の不動産賃貸契約に基づく原状回復義務であります。 
(2) 当該資産除去債務の金額の算定方法 
使用見込期間を当該契約期間に応じて 10 年～50 年と見積り、割引率を 0.344%～3.600%で使用して資産除去債務の

金額を計算しております。 
(3) 当会計年度における当該資産除去債務の総額の増減 
  期首残高                                   299,054 千円 
  有形固定資産の取得に伴う増加額       45,225 千円 
時の経過による調整額                         4,628 千円 
当会計年度末残高                           348,907 千円 

 
 
表示方法の変更に関する注記 
 
「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第 28号 平成 30 年 2 月 16 日）を当事業年度の期首か

ら適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示する方法に変更しており、税効果会計に関する注

記を変更しました。 
 
追加情報に関する注記 
 （資本金の額の減少） 
   当社は、令和元年 5 月 21 日開催の取締役会において、令和元年 5 月 29 日開催の臨時株主総会に資本金の額の

減少について付議することを決議し、同株主総会において承認可決されております。 
 
Ⅰ．資本金の額の減少について 
 
１．資本金の額の減少の目的 
 本件資本金の減少は、今後の当社における成長戦略を実現するための経営戦略の一環として、財務体質改善を図る

ものであり、機動的かつ柔軟な資本政策の実現と、来期以降予定されております新店の出店・既存店改装を通じて企

業価値の向上を図ることを目的とするものであります。 
２．資本金の額の減少の要領 
（１） 減少する資本金の額 

資本金の額 1,997,518 千円を 1,967,518 千円減少して、30,000 千円とします。 
 

（２） 資本金の額の減少の方法 
会社法第 447条第 1項の規定に基づき、資本金の額の減少を上記のとおり行った上で、その全額をその他

資本剰余金に振り替えます。 
 

３．資本金の額の減少の日程 
（１）取締役会決議日 令和元年 5 月 21 日 
（２）株主総会決議日 令和元年 5 月 29 日 
（３）債権者異議申述最終期日 令和元年 7 月 12 日 
（４）効力発生日 令和元年 7 月 29 日 
 

４．今後の見通し 
本件は、純資産の部における科目間の振替処理であり、当社の純資産額の変動はございません。また、本件に

より税負担が軽減される見込みですが、具体的な金額は精査中であります。 
 なお、上記内容につきましては、債権者異議申述がないことを条件としております。 

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。 


